
市街地開発事業等に係る無電柱化の推進について
〜 電柱のないまちづくり 〜

 この資料では、開発事業者の⽅を対象として市街地開発事業等に係る無電柱化推進につい
て、ポイントとなる事項を紹介しております。

 無電柱化に関する補助制度や運⽤などの詳細な情報については、国⼟交通省のホームページ
をご参照ください。

２ 安全・快適
歩⾏者やベビーカー、⾞いすが
移動しやすい、快適な歩⾏空
間を確保

１ 防災
災害時の電線類の被災を軽
減し、電気や通信などの安
定供給を確保

３ 景観
電柱や電線のない、良好な
景観を創出



無電柱化の推進に関する法律（平成28年12⽉16⽇施⾏）概要

 『災害の防⽌』、『安全・円滑な交通の確保』、『良好な景観の形成』等を図るため、無電柱化
の推進に関し、基本理念、国の責務等、推進計画の策定等を定めることにより、施策を総合的
・計画的・迅速に推進し、公共の福祉の確保、国⺠⽣活の向上、国⺠経済の健全な発展に貢
献することを目的とする。

 都市計画法第四条第七項に規定する市街地開発事業その他これらに類する事業が実施さ
れる場合には、これらの事業の状況を踏まえつつ、電柱⼜は電線を道路上において新たに設
置しないようにするとともに、当該場合において、現に設置し及び管理する 道路上の電柱⼜は
電線の撤去を当該事業の実施と併せて⾏うことができるときは、当該 電柱⼜は電線を撤去する
ものとする。

 国⼟交通大臣は、基本的な⽅針・期間・目標等を定めた無電柱化推進計画を策定・公表す
る。

無電柱化推進計画（令和3年5⽉25⽇決定）概要

 道路事業や市街地開発事業等の実施に際し、技術上困難と認められる場所以外は、道路に
おける新たな電柱設置を禁止する。

 道路事業や市街地開発事業等が実施される場合には、道路管理者、電線管理者及び開発
事業者等の事業者が連携して無電柱化を進める。

 市街地開発事業等に際して⾏われる無電柱化を対象として、各種補助制度等により⽀援する。

１．開発事業に関する無電柱化
都市計画法 第四条第七項 に規定する市街地開発事業、その他これらに類する事業（以下、「
市街地開発事業等」という。）を⾏う場合には、以下の法律等により、新たな電柱設置が禁⽌され
、無電柱化を進める必要があります。



1. ⼟地区画整理法（昭和⼆⼗九年法律第百⼗九号）による⼟地区画整理事業
2. 新住宅市街地開発法（昭和三⼗⼋年法律第百三⼗四号）による新住宅市街地開発事業
3. ⾸都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律（昭和三⼗三年法律第九
⼗⼋号）による工業団地造成事業⼜は近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備
及び開発に関する法律（昭和三⼗九年法律第百四⼗五号）による工業団地造成事業

4. 都市再開発法による市街地再開発事業
5. 新都市基盤整備法（昭和四⼗七年法律第⼋⼗六号）による新都市基盤整備事業
6. 大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法による住宅街区整備
事業

7. 密集市街地整備法による防災街区整備事業

 都市再⽣整備計画事業
 住宅市街地総合整備事業
 市道等として道路を引き取る⺠間開発事業（宅地開発等）
 道路法第２４条に基づき、道路管理者以外の者が⾏う工事

２．対象事業
市街地開発事業等は、以下の事業を指します。

都市計画法 第四条第七項 に規定する市街地開発事業（第⼗⼆条第一項各号）

その他類する事業（例）



３．無電柱化にあたっての手続き

出典︓資源エネルギー庁ウェブサイト
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity̲and̲gas/other/pole/cost.html）

〔当社〕

市街地開発事業等において、無電柱化を⾏う場合の⼿続き概要は、以下のとおりです。なお、無
電柱化を⾏う場合は、工事着⼿の２年前までに当社への通知をお願いします。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity?and?gas/other/pole/cost.html


４．開発事業に伴う無電柱化の事例紹介
城野駅北⼟地区画整理事業（福岡県北九州市）

幹線道路における無電柱化

区画道路における無電柱化
出典︓「市街地開発事業における無電柱化推進のためのガイドライン」（国⼟交通省）
（https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi̲urbanmainte̲tk̲000085.html）

無電柱化整備のスケジュール

https://www.mlit.go.jp/toshi/city/sigaiti/toshi?urbanmainte?tk?000085.html


５．地中線供給について
 接続供給契約・系統連系等の申込み時にも、お客さまのご要望があれば、技術的困難箇所を
除き、地中線供給の選択が可能です。

 ただし、託送供給約款に基づき、お申込者さまに地中線供給に係る費⽤をご負担いただくこと
や、電⼒供給までの調整期間を⻑く頂戴することになります。

架空線供給（自然災害）

災害の防止、景観向上

地中線供給（選択可）

架空線供給（鳥の糞害）


